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１ はじめに 

⑴ 本計画策定の背景 

本市はこれまで、ものづくり産業の発展を背景とした右肩上がりの人口増加に支えられ

て、西三河の拠点都市として成長を続けてきました。しかしながら、本市の人口は2019年

の387,887人をピークに減少に転じ、2024年3月末時点では383,141人となり、今後30年間

で、全国平均よりは緩やかながらも人口減少と少子高齢化が進行し、本市の活力を支える

「生産年齢人口（15歳～64歳。以下同じ。）」は約22％減少すると予測されています。 

一方で、市民意識調査（令和6年度）では、総合計画の全10分野において市民が感じる

「重要度」が上昇しており、特に「子育て・男女共同参画」や「都市インフラの整備」に

ついては、「重要度」は極めて高い一方、それに対する「満足度」は伸び悩む等、市民の

行政への期待は過去最大級に高まっています。  

人口及び生産年齢人口の減少という厳しい制約の下で 、市民の増大する行政ニーズに

応え続けるためには、これまでの延長線上ではない「組織のあり方の抜本的な転換」が不

可欠です。 

⑵ 本計画の目的 

本計画は、本市の上位計画である「第7次岡崎市総合計画（後期計画）」の将来都市像

「一歩先の暮らしで三河を拓く 中枢・中核都市おかざき」を実現するため、分野別指針

の「（10）スマートでスリムな行政運営の確立」を人的資源の側面から具体化する役割を

担うものです。 

単に職員を減らすこと（スリム化）を目的とするのではなく、DX（デジタル技術によ

る変革）の加速による徹底した効率化（スマート化）で余裕を生み出し、その余力を市

民の命と暮らしを守る「真に職員が取り組むべき仕事」へ戦略的にシフトすることで、

本市の持続可能な都市経営を推進する体制を整えることを目指します。 

また、人口減少時代の到来による働き手不足に伴う転職市場の活発化から、職員の退

職率の増加が顕著となってきています。職員が安定して高いパフォーマンスを発揮する

ためには、職員の満足度を高めることも重要な要素となるため、長時間勤務の是正やワ

ークライフバランスの充実等を求める職員側の声も踏まえ、環境整備により必要となる

職員数の確保も目指していきます。 
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２ これまでの取組状況 

⑴ 経過 

平成９年度の「第１次定員適正化計画」策定から現在に至るまで、人口増加や本市の発

展に伴う行政需要の拡大・複雑化に合わせ、一貫して適正な人員確保と事務の効率化に努

めてきました。 

「第６次定員適正化計画※１（以下「第６次計画」という。）」を開始した令和３年度時

点で、他団体と比較して、技能業務職の割合が多く行政職（事務職）が不足するという、

職種間の大きな偏りが生じていました。 

この状況を踏まえ、職種間の偏りを是正し、多様化する行政課題への対応と効率的な業

務執行体制の確保を目指す方針を掲げ、第６次計画をスタートさせました。また、地方公

務員の定年が65歳まで段階的に引き上げられることに伴い、組織全体の労働力を管理する

ため、令和６年３月29日に第６次計画の改訂を行い、計画対象職員の見直し※２を行いまし

た。 

その結果、技能業務職の令和８年度の計画対象職員数（見込み）は327人（令和３年度

比▲105人、計画値比▲15人）と概ね計画どおりに推移する一方で、行政職の令和８年度

の計画対象職員数（見込み）は1,430人（令和３年度比▲４人、計画値比▲54人）と計画

から大きく乖離することとなりました。 

生産年齢人口の減少等を背景とした民間企業の積極的な求人の煽りを受けて、20～30代

職員の退職の増加と採用試験の応募者数や新規採用職員数が減少傾向にある中、行財政改

革による「事業の選択と集中」とAIを始めとした先進技術の導入による「事務の効率化」

を行うことで、本市の行政サービスの維持・向上に取り組んできました。 
※１ 計画期間：令和３年４月１日～令和８年４月１日 

※２ 「60歳未満のみ対象」を「60歳～65歳未満も含めた全職員を対象」へ拡大 

⑵ 第６次計画の実績 
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３ 現状分析と課題 

⑴ 類似団体（中核市）との比較 

ア 人口１万人当たり職員数 
公営企業会計（病院、水道、下水道等）を除く普通会計全体では中核市平均（48.24

人）を上回るものの、保育職・技能業務職を除く一般行政職のみを対象とすると、中核

市平均（38.81人）を約19％下回っています。 

このことから、本市の一般的な行政運営が類似団体（中核市）と比較して少ない職員

で行われていることが分かります。 

 

 

 

（地方公共団体定員管理調査より） 
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イ 職種別職員数 

   

 

   

 

   

（地方公共団体定員管理調査より） 

※ いずれの表も公営企業会計（病院、水道、下水道等）を除く普通会計を対象 
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⑵ 職員の年齢構成 

 

※ 対象職員：一般職及び再任用職員（暫定再任用、定年前再任用短時間勤務）のうち、医療職・保育職

及び消防職を除く職員 

⑶ 休暇等制度の利用と時間外勤務の状況 

ア 休暇等制度の利用 

 

（地方公共団体の勤務条件等に関する調査及び健康状況等調査より） 

※ 「育休取得者数」については、各年度で新規取得した者に限る 

※ 「病休取得者数」については、疾病分類が「精神及び行動の傷害」とされる疾病により、30日又は

１か月以上の病気休暇等を取得した者に限る 

※ 「年次休暇平均取得日数」については、各年度で途中で採用された者、退職した者、休業・休職し

た者及び派遣職員を除く 
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イ 時間外勤務 

 

※ 各年度で選挙や災害対応、新型コロナウイルス感染症対策に係る実績は除く 

⑷ 人件費の状況 

 

（岡崎市の決算カードより） 

※ 正規職員、任期付職員、再任用職員及び会計年度任用職員（技能業務職）の基本給及び退職手当を

除く各種手当の合計額 
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⑸ 職員アンケートの結果（巻末資料参照） 

若手・中堅職員の退職が増加傾向にある近年の状況を打開すべく、令和７年度に次世代

を担う若手職員が主体となって「働きがいのある組織」「自身が所属していたいと思える

組織」を創り上げていくためのプロジェクト（おかざきInnoWorkプロジェクト）を実施し

ました。 

本プロジェクトの実施の過程で、令和７年７月に職員アンケート（回答750人）を実施

し、本市の職員の傾向や実際の声を集約し分析することとしました。 

その結果、職場環境の基盤となる人間関係やコミュニケーションについては、８割を超

える職員が肯定的であり、休暇の取得しやすさや仕事と生活のバランスについても一定の

評価を得るなど、心理的安全性が高いと感じる職員が多いことが分かりました。さらに、

職員が仕事において最もやりがいを実感する項目は「地域貢献（30.3％）」であり、多く

の職員が地域社会への貢献を実感しながら職務に当たっています。 

一方で、組織に対して「効率的で無駄がない（13.9％）」「業務のスリム化（改善・スク

ラップ）が進んでいる（37.7％）」等、効率的な行政運営を目指す中で、ITツールやオフ

ィス環境の整備不足が要因として指摘されています。 

本アンケートにより、職員全体で現状の体制に対する強い危機感を抱いていることが明

確となりました。持続可能な行政運営を実現するためにも、職員が感じる本市の強みを活

かしながら課題の改善に取り組むことで、職員が働きがいを実感し、自らのキャリアを主

体的に描ける「選ばれる職場・組織」へと転換させていく必要があります。 

⑹ 今後の課題 

本市の保育職・技能業務職を除く一般行政職については、人口１万人あたりの職員数で

類似団体（中核市）の平均数を下回っている状況であり、「職員の頑張り」により行政運

営ができている状態にあると言えます。 

こうした状況から、本来であれば人員体制の拡充が望まれるところではありますが、人

口減少と少子高齢化が進む社会情勢を鑑みれば、職員を増員することは容易ではなく、限

られた人的資源の最適化と効率的な組織構築を優先せざるを得ない状況にあります。 

加えて、制度改革等の影響により、人件費は大きく増加しており、職員数の増大は更な

る人件費の増加に繋がり、市民サービスに直結する事業費を削減せざるを得なくなる可能

性もあります。 

一方で、少ない職員で行政運営を続けることは、職員にかかる負荷の増大をもたらし、

職員のエンゲージメントやパフォーマンスの低下、ひいては本市が既に抱える退職リスク

の更なる増大に繋がります。 

実際に、職員一人当たりの時間外勤務時間数の推移を見ても、令和３年度以降、高止ま

りの状況が続いています。また、休暇等制度の利用状況は概ね年々拡大していますが、こ

れらの数値が減少するような事態となれば、職員のワークライフバランスの維持が困難と

なり、同じように退職リスクの増大に繋がります。 

職員アンケートの結果からは、休暇の取得しやすさや仕事と生活のバランスについては

一定の満足度が伺えます。それに対して、「効率的で無駄がない（13.9％）」「業務のスリ

ム化（改善・スクラップ）が進んでいる（37.7％）」といった項目は軒並み低評価となっ

ています。 

今後は、どのようにして、限られた職員数で無駄のない効率的な業務遂行を実現し、職

員の満足度も維持しながら高い成果を挙げていくかを考え、そこから逆算した適正な職員

数を設定していく必要があります。 
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４ 定員適正化の基本方針・取組内容 

⑴ 基本方針 

ア 総論 
総職員数は維持し、技能業務職の減員分を行政職の増員分に充てることとします。 

（考え方） 

行政職職員の数については、第６次定員適正化計画の終期の目標数を下回る結果と

なりました。 

この理由が、退職者数が当初見込みよりも上回ったことや、採用辞退者が出たこと

等であることは前述しているとおりです。 

人口減少社会のフェーズに突入し、生産年齢人口や子供の数の減少により、税収の

先行きも不透明な社会情勢のなか、本来であれば、職員数についても少しずつ減少さ

せる検討もしていくべきところです。 

ただし、職員数については、第６次定員適正化計画の終期時点の目標数を下回る結

果となり、現時点で想定よりも少ない職員数で行政運営を行っている状況を鑑み、本

計画期間では総職員数を維持することとします。 

これにより、併せて職員のワークライフバランスの充実も目指します。 

イ 計画期間 
令和８年４月２日～令和13年４月１日（５年間） 

（第７次総合計画の未来投資計画（計画期間10年間）の後半に対応する期間） 

★ 基本方針である「総職員数の維持」については、関連計画である「岡崎市技能業務

職員定員適正化計画」と連動して考えているため、当該計画の計画期間である10年間

をベースとして考えます。そのため、本計画期間の終期で一時的に職員数は増加する

ことになりますが、次期計画期間の終期時点で本計画期間の始期と職員数が同一にな

ることを想定しています。 

ウ 対象職員 
一般行政職（一部の職種除く。）及び技能業務職 

※ 60歳到達前の職員（以下「現役層職員」という。）に加えて、定年引上げにより60歳到達後も引

き続き常時勤務する職員及び再任用職員（暫定再任用及び定年前再任用短時間勤務職員）につい

ても、「高齢層職員」として計画対象とすることで、現役層職員と高齢層職員双方を定員管理する

こととします。 

エ 計画から除外する職員 
・ 一般行政職のうち、専門的分野への対応のため採用された少人数職種 

例）精神保健福祉士、薬剤師等 

（理由） 

専門的分野への対応を想定し採用されていることから、計画管理に馴染まず、退

職補充や年齢構成の偏りへの対応等、必要に応じて同分野での正規職員の採用を実

施していく考えのため 

・ 保育職・保育教育職、医療職（主に岡崎市民病院）及び消防職 

（理由） 

その業務が市民生活に直接影響を与える職種であり、社会的なニーズ等の状況に

応じその必要数を確保するとの考えから、あらかじめ計画人数を設定し管理するこ

とに馴染まないため 

・ 任期付職員 

（理由） 

一定期間に限った採用であり、一時的な増員分であるため 
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⑵ 取組内容 

以下の取組みを推進することで、最小限の職員数で最大限の効果を発揮できる体制を目

指し、それを前提とした職員数の適正化を図ります。 

ア 全職種共通 
・ 職員の意識改革及び改善提案の実施による業務の効率化 

・ 公民連携の推進による行政のスリム化 

・ 事務事業や組織機構の見直しによる行政のスリム化 

・ 人材育成の強化による職員のレベルアップ 

・ 職員採用における必要な人材の確保 

・ 職員の健康管理とワークライフバランス向上によるパフォーマンス力のアップ 

イ 行政職（保健師除く） 
・ デジタル化の推進による事務及び業務の簡素化・簡略化 

ウ 行政職（保健師） 
・ 他職種へのタスクシフトの推進による専門的職務への特化と働き方改革 

エ 技能業務職 
・ 専門分野における技術継承 

５ 職種別の数値目標 
計画期間である５年間の具体的数値目標を示しますが、「４⑴イ」で示したとおり、関連

計画である「岡崎市技能業務職員定員適正化計画」と連動して考えているため、当該計画

の計画期間である10年間をベースとして考えています。 

そのため、本計画期間の終期で一時的に職員数は増加することになりますが、次期計画

期間の終期時点で本計画期間の始期と職員数が同一になることを想定しています。 
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⑴ 行政職（保健師除く） 

〇 令和９年４月１日時点見込み 

1,442人（現役層職員：1,375人、高齢層職員：67人） 

〇 令和13年４月１日時点見込み 

1,469人（現役層職員：1,364人、高齢層職員：105人） 

【総数：＋27人 （現役層職員：▲11人、高齢層職員：＋38人】 

 

（参考）10 年間（令和８年４月２日～令和 18 年４月１日）の数値目標 

 




